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大学の役割に関する法令上の規定

教育基本法（平成１８年法律第１２０号）（抄）

第７条 大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して

新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与する

ものとする。

２ 大学については、自主性・自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなけ

ればならない。

2

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）（抄）

第８３条 大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究

し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。

２ 大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することに

より、社会の発展に寄与するものとする。
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教育と研究に関する教員の意識

大学教員の国際調査（２００７年ＣＡＰ調査）によると、諸外国と比較し、日本では「教育と研究の両立
に困難さ」を感じている割合が高い。特に若手教員の方が困難であると回答している。
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教育と研究の両立は困難であるか

出典：Ulrich Teichler, Akira Arimoto & William K. Cummings 2013 “The Changing Academic Profession – Major Findings of a Comparative Survey” を元に文部科学省作成
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教育と研究に関する教員の意識

大学教員の国際調査（２００７年ＣＡＰ調査）によると、諸外国と比較し、日本では「主として研究」
「どちらかといえば研究」に関心があると回答した割合（７１％）が高い。
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出典：Ulrich Teichler, Akira Arimoto & William K. Cummings 2013 “The Changing Academic Profession – Major Findings of a Comparative Survey” を元に文部科学省作成
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教育と研究に関する教員の意識

大学教員の国際調査によると、過去の調査に比べて、研究者としての役割に対する教育の効果が「大変よ
い」「よい」と回答した割合が増えている。

出典：大学教授職に関する国際調査（日本版）（2）を元に文部科学省作成
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教育と研究のつながり

大学教員の国際調査（２００７年ＣＡＰ調査）によると、全ての国において、研究活動は教育活動に役
立っていると考えられている。

研究活動が教育活動を補強するか

出典：William K. Cummings 2009 “Teaching versus Research in the Contemporary Academy” を元に文部科学省作成
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研究に関する特徴

大学教員の国際調査（２００７年ＣＡＰ調査）によると、諸外国と比較し、日本では「１つのディシプリ
ン志向」の割合が高く、「学際研究」や「社会貢献に資する研究志向」の割合が低くなっている。

主要な研究において当てはまる特徴

出典：William K. Cummings 2009 “Teaching versus Research in the Contemporary Academy” を元に文部科学省作成
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8出典：文部科学省委託調査「大学教員の教育活動・教育能力の評価の在り方に関する調査研究」（平成28年3月株式会社リベルタス・コンサルティング）

教育能力獲得における有効な経験として、「学士課程の学生の教育や指導経験」「自身の学生時代に受け
た教育や指導」「研究活動」が有効であると回答した割合が大きい。
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大学教員としての教育能力を獲得する上で有効だと思う経験
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研究を通じての教育

出典： 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）報告書」, NISTEP REPORT No.179, 文部科学省科学技術・学術政策研究

令和元年5月23日科学技術・学術審議会
総合政策特別委員会 資料1-1-1より



10

研究活動と就職活動

出典： 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）報告書」, NISTEP REPORT No.179, 文部科学省科学技術・学術政策研究

令和元年5月23日科学技術・学術審議会
総合政策特別委員会 資料1-1-1より

大学教育の在り方

11



学士課程教育に関する問題意識①

出典：2018年「ひらく日本の大学」（朝日新聞×河合塾 共同調査「ひらく日本の大学」事務局） 12

学長が「大きな課題」及び「課題」と考えているものとして、「授業科目の教員間の連携」「授業科目が
細分化・多い」「教育改善PDCA」と回答した割合が高い。

学士課程教育に関する問題意識②

出典：2018年「ひらく日本の大学」（朝日新聞×河合塾 共同調査「ひらく日本の大学」事務局） 13

学部長が「大きな課題」及び「課題」と考えているものとして、学長と同様に「授業科目の教員間の連
携」「教育改善PDCA」「授業科目が細分化・多い」と回答した割合が高い。



学士課程教育に関する問題意識③

出典：2018年「ひらく日本の大学」（朝日新聞×河合塾 共同調査「ひらく日本の大学」事務局） 14

学長と学部長の調査結果を比較すると、多くの項目で学部長よりも学長の方が「大きな課題」及び「課
題」と回答した割合が高い。

特に、「授業科目が細分化され、開設科目数が多いこと」については、学長の方が課題と感じており、学
部長との間で認識の差が見られる。

教員間の日常的な意見交換

15出典：文部科学省委託調査「大学教員の教育活動・教育能力の評価の在り方に関する調査研究」（平成28年3月株式会社リベルタス・コンサルティング）

学士課程教育に関して、学部所属の他の教員（同じ研究室内の教員除く）と、日常的にどの程度、意見交
換を行っているかの問に対して、「よく行っている」が２０．６％、「どちらかというと行っている」が
４５．９％となっている。

学部、大学教員、短大教員を比較すると、学部が思っているほど大学教員は意見交換を行っていないとい
う結果になっている。
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大学教員の授業時数の状況

出典：平成28年度学校教員統計調査（平成30年3月28日文部科学省） 16

大学教員の平均週担当授業時数（実時間）は、８．７時間となっている。
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（注）１．週担当授業時数は、講義、実習、実験、演習等の担当時数を分を担当として合計し、60で除し、1時間未満は四捨五入したものである。
２．週担当授業時数は、本務教員として勤務する大学における実時間数であり、本務大学以外における授業時数は含まない。
３．平成22年度以前は、当該教員の本務とする学部の実時間数であり、それ以外の学部の授業時数は含まない手法にて集計していたが、

22年度調査から本務教員として勤務する大学における週担当時間時数を集計しているため、単純に比較できない。

教員一人あたり
週に４～６程度の
授業科目に相当

学生の履修登録科目数の状況

出典：平成28年度 大学生等の学習状況に関する調査研究（国立教育政策研究所） 17

学年別 今学期履修登録している科目数

調査実施時点の学期において履修登録している科目数は、低学年ほど多く、８割以上の学生が１０科目以
上履修登録し、「１０～１４科目」の学生が最も多い。（最頻値は１２科目）

３年次でみると、「５～９科目」の学生が最も多く、次いで「１０～１４科目」となるが、最頻値は１０
科目となっている。また、４年次は大半が４科目以下となっている。



授業科目の内容や方法に関する学生の声

「適切なコメントが付されて課題などの提出物が返却される」については、実態として「あまりなかっ
た」「ほとんどなかった」が６２．９％であり、「今後増やしてほしい」と回答した割合が高い。

18出典：平成28年度 大学生等の学習状況に関する調査研究（国立教育政策研究所）

どれくらいあったか

今後増やしてほしいか否か
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学士課程の教育上の課題

出典：文部科学省委託調査「大学教員の教育活動・教育能力の評価の在り方に関する調査研究」（平成28年3月株式会社リベルタス・コンサルティング）

教育上の課題として、「学生のレベルにバラつきがあり授業を行いにくい」「教員が多忙で、授業の準備
等に十分な時間が確保できない」は、学部、教員いずれも大きな課題として認識している。
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教育活動に対する評価の意識

大学教員の国際調査（２００７年ＣＡＰ調査）によると、諸外国と比較し、教育活動に対して学生から評
価されるという認識が著しく低い割合となっている。

教育活動に対して誰から評価されるのか

出典：William K. Cummings 2009 “Teaching versus Research in the Contemporary Academy” を元に文部科学省作成
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21出典：文部科学省委託調査「大学教員の教育活動・教育能力の評価の在り方に関する調査研究」（平成28年3月株式会社リベルタス・コンサルティング）

学士課程の学生に対する教育活動の実施について、「プレゼンテーションを求める授業・活動」を実施す
る割合が７３．３％となっている。また、「学生同士のディスカッション」や「グループ単位での活動」
についても半数以上の教員が行っている。

学士課程の学生に対する教育活動
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自分の研究結果をゼミ・研究室での学生への指導で活用

学士課程の学生を教育・指導する際に取り組んでいること
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学部等連係課程制度について

【従来の学位プログラム】

教職員

学生

管理運営
（教授会等）

学部等

学生の所属する組織＝
教員が所属する組織＝

学位プログラムの一対一の関係

学位プログラム

学生

緊密に連係協力する
学部等

教職員

管理運営
（教授会等）

学生

緊密に連係協力する
学部等

教職員

管理運営
（教授会等）

【学部等連係課程】

管理運営
組織

教職員
（兼任可）

学生
（連係協力する
学部等の収容
定員の範囲内）

学内資源を活用して学部横断的な教育を実現

学位プログラム

学部等連係課程実施基本組織

大学が自らの判断で機動性を発揮し、学内の資源を活用して学部横断的な教育に積極的に
取り組むことができるよう『学部、研究科等の組織の枠を越えた学位プログラム』を新た
な類型として設置可能とするもの。

大学教員の在り方

23



大学教員の役割に関する法令上の規定

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）（抄）

第９２条 大学には学長、教授、准教授、助教、助手及び事務職員を置かなければならない。ただし、教

育研究上の組織編制として適切と認められる場合には、准教授、助教及び助手を置かないことができ

る。

２～５ 略

６ 教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の特に優れた知識、能力及び実績を有する者

であって、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。

７ 准教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の優れた知識、能力及び実績を有する者で

あって、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。

８ 助教は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の知識及び能力を有する者であって、学生を

教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。

９ 助手は、その所属する組織における教育研究の円滑な実施に必要な業務に従事する。

１０ 講師は、教授又は准教授に準ずる職務に従事する。
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大学教員として身につけるべき能力①

25出典：文部科学省委託調査「大学教員の教育活動・教育能力の評価の在り方に関する調査研究」（平成28年3月株式会社リベルタス・コンサルティング）

必要な能力、身につけている能力ともに、「専門分野における知識・能力」の割合が高い。
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41.1%

36.2%
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55.1%
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77.1%

65.0%

70.0%

82.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

大学組織や所属する学部(の教育目標等)を理解する能力

組織やチームマネジメント能力

高い研究成果を上げる能力

同僚の教員と連携し、効果的な授業法の開発や教育・指導を行う能力

自分の実践を省察し改善する能力

幅広い教養

学士課程の学生の汎用的能力、態度等を育成する能力

勉学でつまづいた学士課程の学生を見つけフォローする能力

学士課程の学生の悩みを聞き出す能力

学士課程の学生の意欲を引き出す能力

学士課程の学生の成績を適切に評価する能力

学士課程の学生の研究を指導する能力

演習・実習で学生を指導する能力

講義でわかりやすく知識を伝達する能力

適切な教授法(教育方法)を活用する能力

授業を設計する能力

専門分野における知識・能力

学士課程における必要な能力と身につけている能力の比較

必要な能力

身についている能力

「身につけている」と回答した割合
（「どちらかというと身につけている」の回答を除く）



大学教員として身につけるべき能力②

26出典：文部科学省委託調査「大学教員の教育活動・教育能力の評価の在り方に関する調査研究」（平成28年3月株式会社リベルタス・コンサルティング）

学士課程の学生を教育するために必要な能力と身についている能力をマッピングすると、「学士課程の学
生の意欲を引き出す能力(H,h)」は、学部、教員いずれも「必要だが身につけていない」と認識している。

「適切な教授法（教育方法）を活用する能力（C）」「講義でわかりやすく知識を伝達する能力（D）」
「学士課程の学生の汎用的能力（コミュニケーション・スキル等）、態度（自己管理力）等を育成する能
力（K）」は、学部において「必要だが身につけていない」と認識している。

学部 教員 項目

A a 専門能力における知識・能力

B b 授業を設計する能力

C c 適切な教授法（教育方法）を活用する能力

D d 講義でわかりやすく知識を伝達する能力

E e 演習・実習で学生を指導する能力

F f 学士課程の学生の研究を指導する能力

G g 学士課程の学生の成績を適切に評価する能力

H h 学士課程の学生の意欲を引き出す能力

I i 学士課程の学生の悩みを聞き出す能力

J j 勉学でつまづいた学士課程の学生を見つけフォローする能力

K k 学士課程の学生の汎用的能力（コミュニケーション・スキル等）、態
度（自己管理力）等を育成する能力

L l 幅広い教養

M m 自分の実践を省察し改善する能力

N n 同僚の教員と連携し、効果的な授業法の開発や教育・指導を行う
能力

O o 高い研究成果を上げる能力

P p 組織やチームのマネジメント能力

Q q 大学組織や所属する学部（の教育目標等）を理解する能力

教員等採用における取組

27出典：平成28年度の大学における教育内容等の改革状況について（令和元年5月28日文部科学省）

他大学等における在籍経験を有する者を積極的に採用する大学が３０．１％と最も割合が大きい。また、
外国人や社会人の積極的採用は１０％台となっている。
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教員の教育面における業績評価等の状況

28出典：平成28年度の大学における教育内容等の改革状況について（令和元年5月28日文部科学省）

教育面における業績評価を実施している大学は年々増加しており、全大学の約７割となっている。
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国立 公立 私立

ＦＤの内容

29出典：平成28年度の大学における教育内容等の改革状況について（令和元年5月28日文部科学省）
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教員相互の授業参観

教員相互による授業評価

自大学の学生や自大学への入学志願者に
対する理解を深めるためのワークショップ

プログラムとしての学士課程教育の構築を目
的としたワークショップまたは授業検討会

アクティブ・ラーニングを推進するため
のワークショップまたは授業検討会

教育方法改善のためのワークショッ
プまたは授業検討会(上記を除く)

大学院生を対象とした（プレＦＤ）

授業コンサルテーション

講演会、シンポジウム等(上記を除く)

研究倫理に関する研修会等

新任教員を対象とした研修会等

ＦＤ活動において「教員相互の授業参観」「教育方法改善のためのワークショップ」「講演会・シンポジ
ウム」については半数以上の大学で実施している。



教育力の向上について

30

大学教員の国際調査（２００７年ＣＡＰ調査）によると、諸外国と比較し、教育改善を促されると感じて
いる割合が高い。一方で、組織的に教育力を高める研修があると感じている割合は低い。

教育に関連する問で「とても思う」「思う」と回答した割合

出典：William K. Cummings 2009 “Teaching versus Research in the Contemporary Academy” を元に文部科学省作成
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学校教育法（昭和２２年法律第２６号）（抄）

第１１４条 第３７条第１４項及び第６０条第６項の規定は、大学に準用する。

第３７条第１４項 事務職員は、事務をつかさどる。

第９２条 大学には学長、教授、准教授、助教、助手及び事務職員を置かなければならない。ただし、教

育研究上の組織編制として適切と認められる場合には、准教授、助教及び助手を置かないことができ

る。

２～１０ 略

32

大学事務組織等に関する法令上の規定

大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）（抄）

第４１条 大学は、その事務を遂行するため、専任の職員を置く適当な事務組織を設けるものとする。

第４２条 大学は、学生の厚生補導を行うため、専任の職員を置く適当な組織を設けるものとする。

教職協働に関する法令上の規定

大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）（抄）

第２条の３ 大学は、当該大学の教育研究活動等の組織的かつ効果的な運営を図るため、当該大学の教員

と事務職員等との適切な役割分担の下で、これらの者の間の連携体制を確保し、これらの者の協働によ

りその職務が行われるよう留意するものとする。

第４２条の２ 大学は、当該大学及び学部等の教育研究上の目的に応じ、学生が卒業後自らの資質を向上

させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、教育課程の実施及び厚生補導を通じて培うこ

とができるよう、大学内の組織間の有機的な連携を図り、適切な体制を整えるものとする。

第４２条の３ 大学は、当該大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、その職員に必要

な知識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための研修（第２５条の３に規定す

る研修に該当するものを除く。）の機会を設けることその他必要な取組を行うものとする。
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大学教員の職務活動時間の割合

教員の研究活動時間割合は減少傾向が続き、平成３０年度は３２．９%となっている。

教育活動、社会サービス活動（研究関連、教育関連）時間割合がそれぞれ微増しており、前回特に増加
傾向の強かった社会サービス活動（その他:診療活動等）も１．１ポイント微増している。

その他の職務活動（学内事務等）時間割合はこれまで減少傾向にあったが、今回は０．５ポイント微増
して１８%となっている。

出典：「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（令和元年6月26日文部科学省）

35

大学教員の職務活動時間の割合（分野別）

理学 工学

農学 保健

人文・社会科学

出典：「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（令和元年6月26日文部科学省）

大学等教員の研究時間割合は全体としては減少し
ているが、学問分野別に見ると保健分野の教員に
おける職務活動時間割合の増減が大きく影響して
いる。

理学、工学及び農学分野における研究活動時間割
合は平成20年度以降、大きな変化は見られない。

人文・社会科学分野では他の分野と比較しても教
育活動時間割合が最も高い。
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大学教員の職務活動時間の割合（職位別）

講師

准教授教授

助教

出典：「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（令和元年6月26日文部科学省）に基づき文部科学省作成

助教は保健分野の影響が大きく、社会サービス活動（その他:診療活動等）の時間割合が高い。

その他の職務活動（学内事務等）割合については教授が最も高い。

37

大学教員の業務時間実態と理想の比較

業務時間割合の実態と理想を比較すると、「研究」を９．０％（時間換算で４．７時間）増やしたい。
一方で、「学士課程教育（授業時間、準備含む）」を▲５．５％（時間換算で▲２．９時間）、「大学
の管理・運営」を▲ ４．２％（時間換算で▲ ２．２時間）減らしたいとなっている。

出典：文部科学省委託調査「大学教員の教育活動・教育能力の評価の在り方に関する調査研究」（平成28年3月株式会社リベルタス・コンサルティング）を元に文部科学省作成

研究

学士課程
教育（研究
室での学
生の指導
時間等）

学士課程
教育（授業
時間、準備

含む）

大学院教
育（研究室
での学生
の指導時

間等）

大学院教
育（授業時
間、準備含

む）

診療・臨床 社会貢献
大学の管
理・運営

学外業務 その他 合計

実態の業務時間
（時間） 12.2 6.2 12.6 3.5 2.3 3.1 1.8 5.9 2.6 1.9 52.1

実態の業務時間
割合(A)

（％）
23.4 11.9 24.2 6.6 4.4 6.0 3.5 11.3 4.9 3.7 -

理想の業務時間
割合(B)

（％）
32.4 12.5 18.7 8.2 5.7 4.8 4.9 7.1 3.8 1.9 -

業務時間割合の
比較(B)-(A)

（％）
9.0 0.7 -5.5 1.6 1.2 -1.2 1.3 -4.2 -1.1 -1.8 -

平均的な１週間（授業開講期間）の業務時間・割合の実態、理想とする業務時間の割合

（※）四捨五入の関係で数値が一致しない場合がある。
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研究時間を確保するための取組への認識

出典： 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2018）報告書」, NISTEP REPORT No.179, 文部科学省科学技術・学術政策研究

令和元年5月23日科学技術・学術審議会
総合政策特別委員会 資料1-1-1より

教育支援と研究支援の必要性

39

大学教員の国際調査（２００７年ＣＡＰ調査）によると、諸外国と比較し、日本は「教育活動において支
援人材が必要」であると回答した割合が高い。

教育活動と研究活動に対する支援人材の配置の必要性について

出典：William K. Cummings 2009 “Teaching versus Research in the Contemporary Academy” を元に文部科学省作成
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大学運営に関する現状（教職員数）

出典：大学への資源配分と教育研究活動に関する学部長調査（2018年6月広島大学高等教育研究開発センター）を元に文部科学省作成

学部長に対する調査によると、専任教員及び事務系職員が減少したと回答した割合が国立大学で顕著に
なっている。
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１０年前と比べて、教職員スタッフはどのように変わったか

41

大学運営に関する現状（教授会の時間）

出典：大学への資源配分と教育研究活動に関する学部長調査（2018年6月広島大学高等教育研究開発センター）を元に文部科学省作成

学部長への調査によると、教授会に要する時間は１～２時間の割合が最も高く、次に２～３時間である。

１０年前と比べて教授会の時間の割合の変化については、国立で４８％、公立で４２％、私立で３８％ が
「やや短くなった」「かなり短くなった」と回答している。
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教授会の構成員

文部科学省調べ（H25.6速報値）（回答数 国公私立大学の2122学部）

※これは速報値であり、今後、データについては、修正があり得る
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平成25年12月5日中央教育審議会
大学分科会組織運営部会 資料4より

教授会の構成員は、教授が中心だが、准教授や講師などの参加も広く見られる。

42

学部教授会の構成人数（国公私）
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平成25年12月5日中央教育審議会
大学分科会組織運営部会 資料4より

学部教授会の構成員は、１０人～４０人程度のケースが多い。

43
文部科学省調べ（H25.6速報値）（回答数 国公私立大学の1993学部）

※これは速報値であり、今後、データについては、修正があり得る



教授会の運営状況（国公私）
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平成25年12月5日中央教育審議会
大学分科会組織運営部会 資料4より

教授会の、年間の開催回数は、概ね毎月１回程度が多い。

開催回数が年間で数回の学部もあれば、毎月２回以上開催している学部もあり運営状況は様々である。

44
文部科学省調べ（H25.6速報値）（回答数 国公私立大学の1993学部）

※これは速報値であり、今後、データについては、修正があり得る

教授会の運営に関する工夫として行っている取組（国公私）
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過半数の大学が、教授会での審議事項の精選に取り組んでいる。

平成25年12月5日中央教育審議会
大学分科会組織運営部会 資料4より
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文部科学省調べ（H25.6速報値）（回答数 国公私立大学の2122学部）

※これは速報値であり、今後、データについては、修正があり得る



学部運営における学部長のマネジメント形成

46

学部長への調査によると、 学部長としてのマネジメント能力の形成で、国公私立大学ともに「職員の助
言・サポート」「学内各種委員会での経験」などが役立っていると回答した割合が高い。

会議が負担になっているという意見も聞かれるが、学内各種委員会での経験が学部運営において役立って
いると回答している。

出典：大学への資源配分と教育研究活動に関する学部長調査（2018年6月広島大学高等教育研究開発センター）を元に文部科学省作成
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教職協働に関する取組

出典：平成28年度の大学における教育内容等の改革状況について（令和元年5月28日文部科学省） 47
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学生支援に関する業務は多くの大学で教職協働により実施されている。また、各種委員会への合同参画に
ついても７８．２％となっている。



「経営会議」への事務職員の参画状況

出典：平成28年度の大学における教育内容等の改革状況について（令和元年5月28日文部科学省） 48
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「経営会議」に事務職員が議決権を持つ委員として参画している大学は６０．９％となっている。また、
会議の種類としては、理事会が最も多くなっている。

「教学会議」への事務職員の参画状況

出典：平成28年度の大学における教育内容等の改革状況について（令和元年5月28日文部科学省） 49

「教学会議」に事務職員が議決権を持つ委員として参画している大学は７６．９％となっている。また、
会議の種類としては、入試、教務、学生、就職に関する委員会で割合が多くなっている。
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一般論として、８割以上の大学教職員が教職協働の必要性を認識している。

職員が職員主体と考えている項目（総務系、財務・経理系）に対して、教員は教職協働を望み、逆に教員
が教員主体と考えている項目（教務・研究支援系）対して、職員は教職協働を望んでいる。

教職協働に対する認識

出典：「教職協働時代の大学経営人材養成方策に関する研究」（2013）山本眞一（編）広島大学高等教育研究開発センター から文部科学省でグラフ作成 50
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SDの実施状況

○スタッフ・ディベロップメントとして行ったもの（大学数）

ＳＤの内容は、「大学問題に関する基礎的な知識・理解を深めること」と回答した割合が最も高く、「戦
略的な企画能力の向上」が最も低い。

ＳＤの内容

51出典：平成28年度の大学における教育内容等の改革状況について（令和元年5月28日文部科学省）
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○スタッフ・ディベロップメントの対象者（大学数）

ＳＤの対象者は事務職員が９５．８％、教員は約５５．４％、部局長は３９．３％、執行部は３７．２％
となっており、教員等が対象になっていない大学も多い。

ＳＤの対象者

52出典：平成28年度の大学における教育内容等の改革状況について（令和元年5月28日文部科学省）
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管理運営業務の課題・改善（事例）

53

○大学運営業務に関する委託調査研究を実施予定


